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　すでに山本正雄氏（以下敬称略）

は昨年の『エコノミスト』（49.

10.22）で，「自衛に立上がった地

方財政」と題して，「どうにも予

算が組めないというまさに危機的

な事態に追いおこまれた」地方自

治体の当時の状況をヴィヴィッド

に描き出している。その論文の小

見出しは，「危機的な破局状態」

　「しわ寄せ受ける大都市圏」，

　「ひねり出せない人件費」などと

１年前も現在もまったく同じ状況

であり，今日にみる地方財政の危

機が予想されたものであったこと

がわかる。これを受けて，今年に

入って人件費論争，福祉見直し諭

争がまき起るのだが，今回の文献

案内は，今年度の雑誌論文にしぼ

って紹介したいと思う。

　総体の文献目録としては，国立

国会図書館の『雑誌記事索引』，

雑誌『都市問題』巻末の「文献情

報」がある。また，地方財政文献

の｡みを集録したものには，いささ

か古いが，経団連図書館部の編集

した「地方財政に関する文献」が

便利である。

　さて，今年度の文献だが，まず

政府筋の考え方については，大蔵

省の広報誌『ファイナンス』が３

月に地方財政の特集を行ってい

る。これは課長補佐クラスの人た

ちの執筆になる「地方財政の現状

と諸問題」，「地方債をめぐる諸

問題」，「地方公共団体等融資の

現状と問題点」の三つのレジュメ

と，その資料をもとにして展開さ

れた課長，主計官の人たちによる

　「地方財政を語る」の座談会から

成っているが，自分のところの雑

誌という気安さもあってか，卒直

といえば卒直といえるホンネの意

見が出されていて読みごたえがあ

る。とくにそのうちの名本高洲主

計官の意見は出色で，わたくした

ちにとって反面教師という意味

で，必読文献であろう。

　一方，自治省では，4月に「地

方財政白書」昭和50年版を刊行し

たが，『自治研究』の５月号で，

谷口恒夫が「最近の地方財政の状

況一地方財政白書の概要」を発表

している。これは48年度決算によ

る地方財政の状況をのべたものだ

が，さいごに最近の課題として，

人件費の増加が財政の硬直化を招

いているとし，長期的な展望にた

って行財政の合理的，効率的な運

営を行なうため，いっそうの努力

を払っていかねばならぬと結んで

いる。この外，石原信雄のジャー

リズムにおける活躍がめざましい

が，単行本「市民福祉と都市財

政」（良書普及会），「市民福祉

と都市財政」（同左），のほか雑

誌論文では，「昭和五十年代の幕

明けと地方財政の課題」（『自治

研究』２月）,「論争・東京都財

政」（『金融財政事情』５月）,

　「昭和50年度の地方財政の運営に

ついて」（『地方財政』７月），

　「低成長下における都市財政」

　（『都市問題研究』９月）などが

ある。

　つぎに，これと対抗する自治体

側，自治体労働者側の資料と，第

89



三者というか学者による研究論文

・評論をテーマ別にまとめてみよ

う。まず，まっさきに焦点となっ

た人件費問題については，

　鳴海正泰「人件費攻撃に反論す

　る」（『中央公論』５月）

　佐藤哲郎「地力自治体の人件費

　問題」（『前衛』４月）

　藁科洋人「地方財政危機と人件

　費攻撃」（『月刊社会党』４

　月）

　中瀬弘「自治体財政の硬直化の

　原因は給与費か」（『市政』４

　月）

　高橋清「市民サイドからの福祉

　費・人件費一藤沢市の財政実態

　調査」（『月刊自治研』６月）

　　「自治体行政と人件費問題」

　　（『議会と自治体』８月）

　渡辺精一「人件費は地方財政を

　圧迫しているか」（『勤労市民

　ニュース』７月）

超過負担問題については，

　　「昭和48年度超過負担の実態に

　ついて」（『自治大阪』4月）

　加藤一明「機関委任事務と超過

　負担」（『都市間題研究』３月）

　同「機関委任事務の監督と経

　費」（『自治研究』10月）

　大川武「機関委任事務と地方財

　政」（『都市問題』８月）

　山内敏雄「機関委任事務と超過

　負担」（同上）

　全国革新市長会「昭和48年度超

　過負担額調査について」（『地

　方政治』７月）

　岩城成幸「物価高騰下の超過負

　担」（『レファラソス』８月）

社会福祉を取り扱った論文には，

　飛鳥田一雄「地方財政危機と住

　民福祉」（『月刊自治研』９月）

　飛鳥田一雄・松下圭一対談「危

　機に立つ地方自治体と福祉」

　　（『経済評論』10月）

　和田八束「福祉型財政の課題」

　　（『世界政経』10月）

　寺脇隆夫「地方自治体の行財政

　と保育問題」（『社会福祉研究』

　10月）

　中桐宏文「低成長下でも福祉充

　実は可能」（『エコノミスト』

　10・21）

　財源問題は，東京都新財源構想

研究会の提起した危機克服策を中

心に論壇をにぎわしたが，

　同会「大都市税制の不公平是

　正」（1月）

　藤田晴「新財源構想の意義と問

　題点」（『職員研修』３月）

　正村公宏「権限・財源の中央集

　中を排す」（『中央公論』５月）

　加藤芳太郎「地方財政の危機と

　財源」（『経済評論』10月）

　宇田川璋仁「低成長と地方財政

　・税制」（『税』７月）

　久世公尭「地方公社をめぐる地

　域金融問題」（r自治研究』８

　～9月）

　地方財政危機を根底においた地

方財政論としては.次のものがあ

る。

　伊東光晴「地方財政打開への

　道」（『朝日ジャーナル』３月）

　藤田武夫「地方財政の危機と再

　建」（『都市問題』2～4月）

　高橋誠「行政改革こそ財政硬直

　化打開の道」（『エコノミスト』

　４月）

　柏井象雄「都市財政の硬直化と

　課題」（『都市問題研究』９月）

　門間董吉「都市財政危機克服の

　方策」（同上）

　坂木充郎「住民不在の地方財政

　論争」（『職は研修』９月）

　小島昭「財政危機下の『企画』と

　『財政』」（『都市問題』11月）

その外の論文では，

　門間董古「都市行政の財政効率

　に関する一研究」（『月刊自治

　研』６月）

　同「都市財政の診断一山形市の

　場合一」同9月）

　西村久「公営交通事業財政に関

　するケース・スタディ」（『東

　亜経済研究』３月）

　吉岡健次「昭和恐慌下の地方財

　政」（『研究と資料』６月）

　伊東光晴・松下圭一・宮本憲一

　　「現代祁市と政治」（『世界』

　７月）

　さいごに，昨年未以後に刊行さ

れた単行本では，本誌の書評でと

りあげたもの以外に，

　自冶労「住民からみた地方財政

　白書」

　正村公宏「『分権』」と『自治』

　の確立のために」（現代総合研

　究集団）

　加藤芳太郎，外「現代の地方財

　政」（東大出版会）

　舟場正富「現代日本の地方財

　政」（新評論）

などがある。

　　　　　　　　　　　　〈青木〉
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